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１．はじめに	
 

	
 

	
 北海道の水田作経営は，1997 年以降の急激な米価下落によって農家経済の悪化

が指摘されている。しかし，すでに単年度（1999 年）ではあるが検討したように，

農家経済の悪化は北海道の水田経営に一様に現れているのではなく，地域性をも

ち，地域の農業構造の影響を有していると考えられた（註１）。米価の下落は 99

年以降も一層深刻さを増すとともに，2002 年には冷害もこうむっている。これは

どれほどの影響をもたらしたのであろうか。また，生産調整制度も 1993 年度から

の水田営農活性化対策，96 年度からの新生産調整推進対策，98 年度からの緊急生

産調整推進対策，2000 年度からの水田農業確立対策，04 年度からは米政策改革大

綱に基づき生産調整の実施方法が大きく変化した。さらに，市町村別の米のラン

ク評価も実施されている。このような米政策を取り巻く情勢変化の中で水田作経

営の農家経済はどのように変化したのか，そこには地域性や階層性がみられるの

であろうか。水田地帯の実態調査報告からは，農家経済悪化の深刻さが伝えられ

るが，残念ながら地域性や階層性を加味した農家経済データの提示はみられない。

その要因として実態調査による農家経済の把握事態が困難性を伴うことをあげる

ことができるが，個人情報保護法によって実態調査に協力いただいている農業協
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同組合などから資料の提供をいただけなくなったこともあげられる。	
 

	
 そこで本稿では『経営部門別統計』の組替え集計により，北海道の水田作経営

の経済状況を地域別，階層別に検討することを目的とする。地域別には南空知，

上川，北中空知，日胆の４区分であり，階層別は事例平均（５ha 以上層）と最大

階層である 10～15ha 層との比較である（階層別検討からは事例の少ない日胆は除

外される）（註２）。また，検討期間は同統計のかたちで資料提供が始まった 1995

年度から集計区分の変更が行われる前の 2003 年度である。	
 

	
 

	
 

２．検討事例の概要	
 

	
 

	
 事例の経営耕地面積，水田率，水稲作付比率を表１に示した。周知のように経

営部門別統計は「販売農家のうち一定の規模以上の農家」を対象にしており，「一

定の規模」は「経営主夫婦の年間自営農業労働日数の合計が 360 日に相当する規

模」であり，北海道の「水稲部門」の下限基準は作付面積５ha 以上となっている。

事例はこの水稲部門経営のうち，「稲作１位部門経営」である。	
 

	
 表１によれば，事例平均の経営耕地面積は，南空知 16～17ha，上川 11～16ha，

北中空知 10～14ha，日胆 12～13ha であり，いずれも品目横断的経営安定対策の

対象規模である 10ha を上回る，北海道でも大規模な経営である（註３）。また，

事例の経営耕地は日胆を除けば拡大傾向にあるとみることができる（より正確に

いえば 1997 年から 98 年にかけて増加している）。10～15ha 層をみても経営耕地

の拡大傾向がみられ，南空知，上川は 20ha 規模へ，北中空知も 16ha 前後層が事

例となっている。	
 

	
 次に水田率をみると，日胆が 80％前後であるが他の地域はほとんどが 90％を超

えており，しかも 10～15ha 層の水田率は 95％前後であり，水田単作的な事例で

あることがみてとれる。この水田が大半をしめる事例の水稲作付をみると，水稲

作付率が大きく低下していることをみてとることができる。南空知は 70％強の水

稲作付が 98・99 年に大きく低下し 03 年には 50％を下回っている。上川は 70％後

半の水稲作付率を保っていたが，01 年に 70％に低下し，03 年には 65％とさらに

低下している。北中空知は上川と同様に 2000 年までは 80％前後の水稲作付率で

あったが，以降 70％前後に低下している。これら地域に対して日胆は 99 年から

01 年に上昇，下降がみられるが，ほぼ 70％前後で推移し，2000 年以降の水稲作

付率の低下はみられない。10～15ha 層についてみても，水稲作付率は事例平均の

動向と同様となっている。水稲作付率は低下傾向が確認できるが，南空知が 90

年代末からの低下，上川，北中空知は 2000 年以降の低下，日胆は大きな低下が確
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認できないという地域の相違をみることができる。	
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３．経営収支の動向	
 

	
 

	
 表２‐１に事例平均の経営収支を，表２‐２に 10～15ha 層の経営収支を示した。

その際，経営収支を経営全体と稲作部門，その他部門に区分して表示した。その

他部門は経営全体から水稲部門を差し引いたものであるが，先にみたように事例

は水田比率が極めて高かったことから，その他部門は転作部門の収支を代表する

と考えることができよう。	
 

	
 表２‐１により経営全体の収支動向をみると，2002 年の農業粗収益の低下がみ

られるが，03 年に回復しているため，年次変化は大きいが大きな動向変化はみら

れない。しかしながら，経営耕地面積は増加していたから実質的には低迷・低下

傾向を示していると考えることができよう。また，地域別にみると，南空知は農

業所得率が 20％を下回る年次が５ヵ年，しかも 99 年から４ヵ年連続しており，

農業所得の低迷が顕著である。また，日胆は 2000 年以降農業粗収益の低下がみら

れ，それにともない農業所得も減少している。上川，北中空知は農業粗収益の絶

対額は維持していると考えられるが，97 年，2000 年，02 年のように農業粗収益

額が減少した年次の農業所得額は 350 万円以下の水準となっている。03 年の農業

所得額は上昇に転じてはいるが，総じて 90 年代末以降農業所得額の低迷が続いて

いるのである。他方，農業経営費も日胆で減少傾向がみられるが，南空知は増加

後減少，上川はほぼ横ばい，北中空知は増加後横ばいで推移し，特定の傾向を確

認することはできない。	
 

	
 つぎに，水稲部門の収支をみると，02 年の粗収益，農業所得の低下を確認でき，

年次による農業所得の動向はほぼ経営全体の動向と同様であると考えられる。し

かし，稲作部門の農業所得額は低位であり，300 万円を下回る年次が南空知４ヵ

年，上川，北中空知各１ヵ年，日胆にいたっては７ヵ年におよんでいる。稲作部

門の農業所得だけでは生活費を捻出できない実態にあると考えることができよう。

農業経営費は南空知，日胆で減少傾向にあり，上川，北中空知は横ばい傾向にあ

る。このように稲作部門の農業所得は低位であるが，その農業所得率は 02 年を除

いて 20％以上であり，経営全体の農業所得率と比較してわかるように経営全体の

農業所得率よりも高く，経営部門としては効率的であることがわかる。	
 

	
 そこでその他部門をみると，農業所得は低水準でしかもマイナスの年次が多く

みられ，マイナスの年次は南空知で３ヵ年，上川６ヵ年，北中空知５ヵ年，日胆

０ヵ年となっている。このように稲作部門１位経営の農業収支は低迷しているの

であるが，稲作部門の収支の低迷をその他部門の赤字状態の収支によって，さら

に増幅する実態がみられるのである。その他部門は 03 年にはこれまでにない収益

水準を示し，南空知や北中空知では 2000 年以降農業粗収益の増加傾向がみられる。
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03 年が偶然ではなく，新たな転作部門の経営への定着とつながることが農業経営

全体の農業所得増加につながるのである。	
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 ではより大規模な 10～15ha 層の経営収支はどのような実態にあるのか，表２‐

２でみてみよう。農業粗収益，農業所得の動向などは事例平均の動向と同様であ

る。10～15ha 層の経営収支の特徴は事例平均の動向がより顕著にみられることで

ある。経営全体の農業所得率に注目すると，20％を下回る年次は南空知６ヵ年，

上川２ヵ年，北中空知１ヵ年であり，経営全体の農業所得額が 300 万円を下回る

年次は，南空知４ヵ年，上川２ヵ年，北中空知１ヵ年となっている。水稲部門は

低水準とはいえ，02 年を除けばほとんどの年次で農業所得額 300 万円以上を確保

していたが，その他部門の赤字によって経営全体の農業所得を低迷させているの

である。その他部門の農業所得がマイナスとなった年次は，南空知５ヵ年，上川

７ヵ年，北中空知６ヵ年である。いずれに地域も回数で事例平均の回数を上回っ

ている。	
 

	
 1995 年以降９ヵ年の稲作１位部門経営の経営収支をみたが，農業粗収益の低迷

によって農業所得が低迷していることを特徴として指摘できる。このような特徴

は地域別には南空知が，経営階層では 10～15ha 層というより大規模な経営で顕著

にみられた。そして，農業所得の低迷を水稲部門とその他部門に区分してみると，

農業所得の低迷は稲作部門でもみられるが，その他部門の農業所得の低位性，赤

字という効率性の悪さが低迷を増幅していた。稲作部門の低迷にもかかわらず，

それを上回るその他部門の効率性の悪さが水稲作付を選択させる要因であると考

えられる。しかしながら，転作奨励金を加えたときにその他部門の収益性は見か

け上向上することから，水稲部門の収益性（農業所得率）が相対的に低位である

南空知，とりわけ南空知の 10～15ha 層において，水稲作付を減少させ，その他部

門を拡大させる，水稲作付率低下の対応を選択させたと考えられる。	
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４．単収・米価の動向	
 

	
 

	
 稲作部門の農業粗収益は年次変化をともないながら，実額は維持しているよう

にみえた。そして，稲作部門の農業所得は低迷していた。このような年次変化と

農業所得の低迷要因を単収動向と米価の動向から確認しておこう。	
 

	
 表３に水稲単収の動向を示した。水稲単収は 500kg を超える年次が多いことか

ら 8.5 俵水準の収穫を上げる実力を有しているとみられる。しかし，冷災害の影

響もみられ，2003 年はすべての地域で 400kg を下回っている。この他，南空知の

97 年，上川の 02 年，日胆の 01 年，02 年は 450kg を下回る不作の年であり，この

地域ごとの作柄の違いが先の地域ごとの農業粗収益の変化をもたらしていた一要

因と考えられる。また，日胆の単収水準は相対的には低位であり，表１でみた水

稲作付率が低位な一要因になっているとみられる。	
 

	
 つぎに，表４により米価の動向をみると，95 年，96 年は 15,000 円強の米価水

準を保っていたが，97 年から米価は急落し 13,000 円台へ，さらに 2000 年以降

11,000 円台の米価水準というように急激な米価低下に見舞われてきたことがわ

かる。03 年に米価は急騰しているが，これは表３に示された作柄の低下が影響し

ている。地域別に米価水準をみると南空知，日胆は概して低位で，しかも米価の

低下が先行している。また，南空知は米価が急騰した 03 年であっても米価自体は

上昇しているが，上昇額は低く，他の地域との米価差が拡大している。	
 

	
 この単収と米価動向の結果でもある 10a 当たり水稲販売額を表５でみると，95

年には13万円台であった面積当たり販売金額が2000年以降10万円前後の水準へ

低下している。そして，02 年には９万円を下回る経験をしており，冷災害といっ

た 03 年の特殊条件がなくなった場合の米価動向が注目されるところである。この

ような 10a 当たり販売金額は米価同様，南空知，日胆で相対的に低位で，しかも

先行して低下している。	
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５．農業経営費からみた経営対応	
 

	
 

	
 農業経営費は地域によって動向が異なり，経営全体では日胆が減少していたが，

他の地域では大きな変化はみられなかった。また，稲作部門の農業経営費は南空

知，日胆で減少傾向を示していたが，上川，北中空知では横ばいであった。この

ように経営全体の農業経営費を減少させることは難しい対応であるとみられるが，

先にみた米価下落，農業所得減少になかで稲作部門経営はどのような対応を行っ

ていたのか。ここでは 10a 当たり農業経営費に着目して検討する。	
 

	
 表６に 10a 当たり農業経営費の動向を示した。10a 当たり農業経営費は 96 年か

ら 98 年に最高額を示し，その後減少に転じ，ほとんどの地域で 03 年が最も少な

くなっている。このことから米価下落を基本とする農業所得額の減少に農業経営

費を抑制して対応してきたことがみてとれる。しかし，農業経営費の抑制は容易

でないこともみてとれる。10a 当たり農業経営費の動向に注目すれば，最高額を

示し減少に転ずるが，2000 年前後に再度増加しているからである。この増加は水

稲部門において，しかも 10～15ha 層において顕著にみられることから，水稲部門

の投資が影響しているのではないかと考えられる。このような農業経営費の抑制

に周期性がみられるとすれば，03 年の減少も一時的な結果（あるいは天候不順に

よる冷害対応としての経営費抑制）と考えざるを得ないであろう。そこで少し煩

雑になるが，農業経営費の減少の中身を検討することにしたい。その際，資料と

して全地域の農業経営費の内訳を示したが，検討は 10～15ha 層の水稲部門の農業

経営費に限定する。	
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 表７‐２‐２に 10～15ha 層の水稲部門の農業経営費の内訳を示した。南空知の

農業経営費は 96 年増加し，再び 99 年，2000 年，01 年に増加する。96 年の増加

は農機具・農用自動車（その償却費を含む，以下同様），物件税及び公課諸負担支

出が増加している。2000 年を中心とした農業経営費の増加は農機具・農用自動車

に加えて，肥料，賃借料及び料金などが増加している。上川をみると，農業経営

費は 96 年，97 年が多く，その後減少し 83 千円前後で推移しており，南空知やつ

ぎにみる北中空知の動向とは異なっている。農業経営費の内訳をみると，96 年に

は農機具・農用自動車が大きく増加し，物件税及び公課諸負担も増加している。

2000 年頃から農機具・農用自動車は減少に転じるが，農業薬剤，農用建物，賃借

料及び料金などが増加している。北中空知の農業経営費は 98 年と 01 年に増加し

ている。98 年は前年からの農機具・農用自動車の増加が顕著で，98 年の賃借料及

び料金の増加もみられる。01 年は前年に減少した農機具・農用自動車が再び増加

し，肥料費，農用建物，賃借料及び料金支出額も多い。	
 

	
 農業経営費増加の年次は地域により異なるし，増加をもたらした費用も異なる

点がみられる。しかし，農業経営費の動向は支出額の大きな農機具・農用自動車

の動向と関連していることは共通している。農機具の更新などによる投資が農業

経営費の動向を基本的に左右していると考えられる。これに肥料費や賃借料及び

料金などの支出があいまって農業経営費の動向を左右している実態にある。単位

面積あたりの農業経営費減少は経営努力の結果抑制されているだけでなく，投資

の周期性が存在し，増減を繰り返えす傾向をもつと考えられるのである。	
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６．水稲部門経営の借入金	
 

	
 

	
 これまでみてきたように水稲部門経営は米価の低下，水稲以外部門の部門収支

赤字などを基本要因に農業所得額が減少していた。このような農家経済の停滞・

悪化状況のもとで農業経営の体質はどのように変化しているのであろうか。ここ

では借入金の年末残高の動向を検討することで，経営体質の変化をみることにす

る。	
 

	
 表８‐１，表８‐２に借入年末残高の推移を示した。表８‐１で経営全体につ

いてみると，日胆は金額も少なく減少傾向を基本とするが，南空知，上川，北中

空知は 01 年までは借入金が増加し 02 年以降減少に転じている。その金額は南空

知が最も多く，最大時には 2,590 万円で，03 年も 1,600 万円である。上川は最大

時 1,490 万円，03 年 1,340 万円，北中空知はそれぞれ 1,500 万円，1,140 万円と

なっている。10～15ha 層の借入金の動向は，基本的には事例平均の動向と同様で

あるが，その金額が多く，南空知では 3,000 万円，上川でも 2,000 万円を越える

年次がみられる。これを 10a あたりでみると，南空知は 140 千円前後の水準から

90 千円へと大きく減少させているが，上川，北中空知は 100 千円前後で推移して

いる。これに比べると日胆は 30 千円前後とすくない。また，事例平均と 10～15ha

層を比較すると，北中空知の 10～15ha 層の 10a あたり借入金は事例平均とほぼ同

様であるが，南空知や上川は 10～15ha 層の借入金負担が大きい。相対的に大規模

な 10～15ha 層のほうが借入金負担が大きいと考えられる。これは売上高負債比率

をみることで明らかである。95 年以降，売上高負債比率が常時 100％を超えるの

は，事例平均の南空知，10～15ha 層の南空知，上川である。借入金残高は 02 年

以降減少していたが，南空知や上川では大規模層を中心に売上高負債比率が

100％を超える実態がみられるのである。	
 

	
 表８‐２に水稲部門の借入金年末残高の推移を示した。地域や階層の特徴は経

営全体と同様であるが，表８‐１と比較して 10a 当たりの借入金額は水稲部門の

ほうが大きいこと，水稲部門に限っても南空知の売上高負債比率は 100％を超え

ていることが特徴として指摘できる。このことは水稲部門経営の借入金（基本的

に投資と考えられる）は水稲部門を中心に行われており，その他部門は相対的に

少ないことを示している。また，南空知の実態は水稲部門の収益性を念頭におい

た借入金（投資）のあり方を再検討せざるを得ない実態にあることを示唆しよう。	
 

	
 水田作をめぐる諸条件の変化のなかで，地域別には南空知，経営耕地階層では

より大きな 10～15ha 層が借入金負担が大きく，売上高負債比率が 100％を上回っ

ているのであり，期待される大規模層の経営体質は意外に脆弱な実態にあると考

えることができよう。	
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７．1990 年代後半以降の稲作農家経済の特徴	
 

	
 

	
 経営部門別統計の組換え集計データを利用し，1990 年代後半以降の水稲部門経

営の動向と地域別・階層別に検討した。	
 

	
 農業経営全体の農業粗収益，農業所得は低迷がみられ，階層ではより大規模な

10～15ha 層，地域別には南空知で低迷傾向が見られる。水稲部門の農業粗収益，

農業所得も米価の下落によって低迷しており，それはより大規模層，南空知で顕

著である。水稲部門の収支も悪化しているが，転作部門と考えられるその他部門

の収支は赤字基調であり，そのことが経営全体の農家経済を低迷させ，水稲作付

を希望する経営行動の要因になっていると考えられた。	
 

	
 農業経営費は抑制の努力が行われているが，機械更新などによる周期的な増加

傾向が想定される。借入金は厳しい経済環境下でも減少傾向がみられるが，大規

模層を中心に売上高負債比率が 100％を上回る実態がみられ，依然として厳しい

経済状況にあることが確認できた。ところで，1995 年以降の動向を地域別にみる

と，水稲収量は地域動向を異にしており，農業経営費の動向にみられた機械投資

なども動向が異なり，結果として農家経済の動向も地域により違いがみられた。

地域といっても平均ではなく事例として考えなくてはならないのであるが，この

ような地域動向を踏まえた実態調査が求められよう。	
 

	
 

	
 

	
 

（註）	
 

	
 

（註１）1999 年単年度ではあるが，『経営部門別統計』の組替え集計を用いて地

域性を検討している。拙稿，稲作農家経済からみた地域性に関する一考

察‐1999 年経営部門別統計を素材として‐，北海道大学農業経営学教室

『農業経営研究』第 27 号，pp145-154，2001	
 

（註２）素材の事例数は付表のとおりである。2001 年以降，日胆の事例数が５戸

を下回っていることに注意をする必要があろう。また，事例抽出は北海

道で行われ，地域性は考慮されていない。以下の検討での地域性は，あ

くまでも『経営部門別統計』の稲作単一経営に区分された事例を地域別

に組替えた，事例分析に基づく地域性であることを断っておく。	
 

（註３）参考までに 2000 年農林業センサスの販売農家（相対的に経営耕地の大き

な酪農経営など畜産経営を含む）の平均経営耕地面積を示せば，空知

9.36ha，上川 9.58ha，胆振 9.09ha，日高 11.60ha である。	
 


